
2020年原水禁大会　第2分科会「核兵器をめぐる今」
　
東北アジアを非核地帯へ
―2018年の2つの首脳合意を活かそうー
　　　　　　　湯浅一郎（ピースデポ代表）

・ピースデポ：一次情報の発信源となり政策に影響力を行使していけるような組織を。　「脱軍備・平和レポート」（隔月）、「ピース・アルマナック」（年鑑）などを刊行。
「軍事力によらない安全保障体制の構築をめざして」。　
（１）東北アジアに今も続く冷戦構造と安全保障ジレンマ
１．南北分断が続く朝鮮半島
1953年7月27日締結の朝鮮戦争停戦協定のまま、朝鮮戦争は終わっていない。
この間、追い込まれ続けたのは朝鮮民主主義人民共和国(DPRK、以下、北朝鮮)。03年、「悪の枢軸」としてイラン、イラク、北朝鮮が名指しされ、その一つイラクのフセイン政権がブッシュ政権に一方的につぶされるのを目の当たりにし、米国から一方的につぶされない保障を得んがため北朝鮮は核・ミサイル開発に走った。2017年、一連の多彩なミサイル実験により、一定の域に到達したとみられる。
２．中国の軍事力強化と海への進出；海軍力；原潜（中国）行動の活発化、空母の保有。
３．在日米軍の保持・恒久化と米日軍事協力体制の強化

・沖縄、横須賀、岩国、横田などでの基地強化。
北東アジアは、自らの軍事力による安全保障が他者の安全を侵害＝相互の不信が核軍拡競争の悪循環を生みだすという『軍事力による安全保障ジレンマ』にはまり込んでいる。
典型例：2017年の北朝鮮の核実験・ミサイル実験をめぐる米朝の攻防。 

3月6日、北西部の東倉里から弾道ミサイル４基同時発射。在日米軍を攻撃する訓練。 
3月2日、国連安保理が強硬な制裁決議。4月20日  国連安保理,ミサイル非難の報道声明 
5月14日,21日,29日、相次ぎミサイル発射。7月4日、28日、ファソン火星14号の発射。
8月21日～31日、米韓合同指揮所演習「乙支（ウルチ）フリーダムガーデイアン」。
8月29日、DPRK，中距離ミサイル・ファソン12号、北海道襟裳岬上空を通過、太平洋落下。

9月3日、６回目の核実験。M6.1。爆発力は160キロトン、広島型の約１０倍超（水爆？）。
9月11日、国連安保理、新たな制裁決議第2375号を採択。
9月15日、DPRK、中距離弾道ミサイル・ファソン12号を発射。再度、北海道上空を通過。

11月29日、大陸間弾道ミサイル「火星15号」発射。
（２）2018年、2つの首脳合意（南北、米朝）により画期的状況が産まれた
１）4.27南北板門店宣言  分断を象徴する板門店（パンムンジョム）で南北両首脳が歴史的な宣言をあげた。冒頭で「両首脳は、朝鮮半島にもはや戦争はなく、新たな平和の時代が開かれたことを8千万のわが同胞と全世界に厳粛に宣言した」=南北両国が、自らが生きる地を戦場にしないと合意した。そして、以下の3点に合意。　
（1）南北関係の全面的で画期的な改善と発展を実現することで、途絶えた民族の血脈をつなぎ、共同繁栄と自主統一の未来を早めていく。
（2）朝鮮半島で先鋭化した軍事的緊張状態を緩和し、戦争の危険を実質的に解消するため共同で努力していく。
（3）朝鮮半島の恒久的で強固な平和体制構築のため、積極的に協力していく。朝鮮半島で非正常な現在の休戦状態を終わらせ、確固たる平和体制を樹立することは、もはや先送りできない歴史的課題だ。さらに「いかなる形の武力も互いに使用しないとする不可侵合意を再確認し」、「互いの軍事的信頼が実質的に構築されることによって、段階的に軍縮を実現していくことにした」。「南と北は、停戦協定締結65年になる今年、終戦を宣言し、停戦協定を平和協定に転換し、恒久的で堅固な平和体制構築に向けた南北米3者または南北米中4者会談の開催を積極的に推進していく」。そして「完全なる非核化を通じて、核のない朝鮮半島を実現するという共同の目標を確認した」。
板門店宣言の特徴の一つは、当事者である2国が、朝鮮戦争の終結や、「完全なる非核化を通じて、核のない朝鮮半島を実現する」等、２国だけではできないことを共同の目標として確認し、その実現へ向け「南北で協力する」としたこと。南北だけでできることには限りがあり、6.12米朝首脳会談の成功は、板門店宣言の履行にとって大きな意味を持つ。
２）6.12  米朝共同声明：前文で、トランプ大統領は、北朝鮮に対する体制の保証を与えることを約束し、金委員長は、朝鮮半島の完全な非核化への確固としたゆるぎない決意を再確認した。以下の４つに合意。
１　両国は平和と繁栄を希求する意思に基き、新しい米朝関係を構築することを約束する。
２．米朝両国は、朝鮮半島の永続的かつ安定的な平和体制の構築に共同で尽力する。
３．18年4月27日の「板門店宣言」を再確認し、北朝鮮は、朝鮮半島の完全な非核化に向け努力することを約束する。
４．両国は、既に身元が確認された人を含め、戦争捕虜や行方不明兵の遺骨回収に努める。
（３）その後の２年間は、米国の敵視政策が変わらず、膠着状態のまま
・2019年2月、米朝ハノイ首脳会談は物別れに。
米国に経済制裁を緩和する姿勢がなく、米国の敵視政策が変わらないことが要因。その後、膠着状態になった。
・北朝鮮は、農業を核とした経済政策を基本に正面突破戦略を貫く方針
　2019年12月28～31日、朝鮮労働党中央委員会第7期第5回総会において、金正恩委員長は正面突破戦略という方針を強調。経済制裁の継続を前提に、この困難を自力更生、自給自足で正面突破する。2020年11月、米国では大統領選挙で、米政権が挑戦的な新方針を出すとは考えにくい。朝鮮半島の非核化交渉はしばらく急速には動かないことを意味する。
　脱北者団体が対北向けの誹謗中傷に満ちたビラを気球で送りつけたのに対し、北朝鮮は激怒し、20年6月16日、ケソンにある南北共同連絡事務所を爆破するという事態が起きた。が、その後、軍事行動は「保留」とされ、合意そのものを無効化する選択ではない。
（４）2つの合意履行の行き着く先は何かを見極めよう
―それは、朝鮮半島非核兵器地帯条約へ行きつく
板門店宣言は、「朝鮮半島の完全な非核化」をめざすとしているが、これは、「朝鮮半島非核兵器地帯を設立する」という意思表示に等しい。2つの要素がある。
１．北朝鮮（DPRK）の核の放棄。同時に、米国が消極的安全保証を約束する。
２．韓国が米国の「核の傘」依存をやめる。同時に中国、ロシアが消極的安全保証を約束する。
これらの結果、南北、及び米中ロ5か国による朝鮮半島非核兵器地帯条約をつくることへいきつくことになる。
（５）この際、朝鮮半島から東北アジアの非核兵器地帯（以下、NEA-NWFZ）へ広げよう
・上記の交渉過程で、在日米軍がいる日本も加わり、東北アジア非核兵器地帯条約をつくれば、米中、米ロ関係なども含めて安全保障環境は大幅に改善する。
＊NEA-NWFZ構想は、ＮＧＯが様々な提案。1996年～、ピースデポ「３＋３」構想なる６ヶ国条約案。
（初めの３＝韓国、北朝鮮、日本（非核兵器国）―①非核を約束

後ろの３＝中国、ロシア、米国（核兵器国）  ― ②消極的安全保証

＊世界には５つの非核兵器地帯条約(原水禁『2020核問題入門』図2)。南半球のほとんどが非核兵器地帯。地球の南半分の市民は「核の傘」から解放され「非核の傘」の下で暮らしている。
　これが実現すれば、サード（THAAD）、イージス艦配備など米国によるミサイル防衛強化が、中国やロシアに対する軍事強化を和らげる効果もある。さらに日本の核武装への懸念もなくなる。
　
（６）市民社会の声が状況を変える、粘り強く声をあげ続けよう

・市民社会の世論が重要な意味を持つ　－非核化合意履行・監視プロジェクトー

　首脳合意を前進させるためには、韓国、日本、米国の市民社会が、常に状況をフォローし、提言していく努力が必要。そうした問題意識から、ピースデポは、2018年11月、新たに非核化合意履行・監視プロジェクトを発足させ、3週間に1回、監視報告を出し、これまでに23回出した。日本語以外にも英語、韓国語に翻訳し、3か国語で発信。
市民社会は、日韓の連携を多層的に構築し、各国政府に求めていくべきで、日本では、これまでも自治体や宗教者の行動がある。
・東北アジア非核兵器地帯化を支持する署名に賛同する自治体首長は現在５４６名に達している。14年４月２８日、田上長崎・松井広島市長が国連事務総長に署名提出。

・宗教界への広がり。16年2月12日、 宗教者４人の呼びかけの下、「北東アジア非核兵器地帯を求める」宗教者声明が発出。17年6月15日、124名の署名を日本政府へ初提出。
2つの首脳合意を基礎に、朝鮮戦争を終わらせ、朝鮮戦争休戦協定を平和協定に代え、朝鮮半島非核兵器地帯を柱にした対話と協調による包括的な東北アジアの平和の枠組みづくりへ向かうことをめざすべきである。その過程で東北アジア非核兵器地帯へ向かおう。東北アジア非核兵器地帯は、安全保障を米国の「核の傘」に依存する核抑止策を止めることを法的に作り出すことであり、それは、日本が、核兵器禁止条約に署名、批准するための資格を作り出すことになる。地域の非核化を通じて、「グローバルな核なき世界へ」つながることができるはずである。

